
 

 

社会福祉法人 鶯園居宅介護支援事業所 

重要事項説明書 2024.4.1 

（事業所の名称等） 

    名 称 鶯園居宅介護支援事業所 

        （居宅介護支援事業所：事業所番号 3370300042） 

    所在地 岡山県津山市瓜生原３３１ 

    電 話 ０８６８－２６－７４１４ 

（事業の目的） 

 鶯園居宅介護支援事業所は、要介護者等の依頼を受け、その心身の状況、環境、要介護者及びその家族

の希望等を勘案し、利用する介護サービス等の種類及び内容の検討や、居宅サービス計画（ケアプラン）

を作成します。また、居宅サービス計画に基づき、各サービスの提供が確保されるよう、各事業者等との

連絡調整その他の便宜の提供を行います。そして要介護者等が介護保険施設の入所を希望する場合は、

介護保険施設への紹介等の便宜の提供を行うこと等を目的として事業を行います。 

（運営の方針） 

① 利用者が要介護状態となった場合においても、可能な限り居宅においてその有する能力に応じ、自

立した日常生活を営むことができるよう配慮して、身体介護その他の生活全般にわたる援助を行い

ます。 

② 利用者の心身の状況、環境等に応じて、利用者の選択に基づき適切な保健医療サービスおよび福祉

サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効果的に提供されるよう配慮して行います。 

③ 利用やの意志及び人格を尊重し常に利用者の立場に立って、利用者に提供されるよう配慮して行い

ます。 

④ 利用者が、病院や診療所などに入院する場合には、居宅における日常生活上の能力や利用サービス

等の情報を入院先の医療機関と共有し、退院されるときに円滑な在宅生活への移行を支援します。 

⑤ 障害者福祉サービスを利用していた利用者が介護保険サービスを利用する場合等、障害者福祉制度

の相談支援専門員と連携に努めます。 

⑥ 事業の実施に当たっては、地域包括支援センター、他の居宅介護支援事業者、介護保険施設等との

連携を図り総合的なサービス提供に努めます。 

（職員の職種、員数及び職務内容） 

 鶯園居宅介護支援事業所に勤務する職員の職種、員数及び職務内容は次の通りです。 

（１）管理者（主任介護支援専門員）：１名（ただし（２）の介護支援専門員と兼務をすることができ

る） 

 （２）介護支援専門員：２名以上 



 

 

  介護支援専門員は、要介護者からの相談に応じ、及び要介護者等がその心身の状況や置かれている 

環境に応じて、居宅サービス又は施設サービスを適切に利用できるよう、サービスの種類、内容等の 

計画を作成するとともに、サービスの提供が確保されるよう指定居宅サービス事業者、介護保険施設 

等との連絡調整を行います。 

（提供するサービス） 

 提供するサービスは以下の通りです。 

 居宅サービス計画の作成 

＊サービス計画までの手順 

・ご自宅を訪問し､利用者やご家族からお話を伺います。 

・利用者叉はご家族の了解を得て、主治医の方に意見をお尋ねすることがあります。 

・介護支援専門員を中心にサービス担当者会議を開いて検討します。 

・サービス計画の内容、利用料、保険の適用など一切をご説明し了解を得ます。 

 情報の提供 

・要介護認定の更新申請、変更の代行申請 

・居宅サービス事業者との契約締結に関する必要な援助 

・関連事業者等の連絡調整 

 給付管理表の作成・提出 

・毎月、岡山県国民健康保険団体連合会へ提出しサービスチェックをします。 

（１）居宅サービス計画の作成に当たっては、利用者の要介護状態の軽減もしくは悪化防止、要介護状態

となることの予防になるよう、適切にサービスを提供します。 

（２）居宅サービス計画の説明は､懇切丁寧に行い、わかりやすいように説明をします。もしわからない

ことがあったらいつでも担当職員にご遠慮なく質問してください。 

（３）公正中立な支援について 

  利用者の意思に基づいたサービスを受けていただくため、居宅サービス計画の作成にあったては、

担当の介護支援専門員に対し複数の指定居宅サービス事業者の照会を求めることができます。ま

た、居宅サービス計画原案に位置づけた指定居宅サービス事業者の選定理由の説明をいつでも受

けることができます。 

      前６ケ月間に作成された居宅サービス計画の総数のうちに、訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及

び地域密着型通所介護（以下「訪問介護等」という）が、それぞれ位置付けられた居宅サービス計

画数の数が占める割合、前６ケ月間に作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等

ごとの回数のうちに同一の指定サービス事業所または指定地域密着型サービス事業者によって提

供されたものが占める割合について説明を行い、理解を得るように努めます。 

（営業日及び営業時間・対応） 

 鶯園居宅介護支援事業所の営業日及び営業時間は、次の通りです。 

（１） 営業日：月～土曜日（但し、１月１日、２日を除く） 職員の勤務体制は、４週８休 

（２） 営業時間：午前８時３０分から午後５時３０分まで 



 

 

（３） 相談等に対する対応は２４時間体制でおこないます。 

（午後５時３０分～午前８時３０分の対応は、法人本部に電話を転送し、宿直者が管理者に連

絡を取ります） 

（指定居宅介護支援の提供方法と内容及び利用料その他の費用の額） 

① 利用者の相談を受ける場所：居宅介護支援事業事務室及び利用者宅その他必要と認められる場所

において行います。 

② 使用する課題分析票の種類：利用者の状況を勘案し、書式化されたアセスメント方式を使用しま

す。 

③ サービス担当者会議の開催場所：利用者宅、居宅介護支援事業相談室その他必要と認められる場

所において開催します。 

④ 介護支援専門員の居宅訪問頻度：必要に応じて訪問、原則として１ヶ月に１回以上。 

⑤ 居宅介護支援の内容は次の通りとし、指定居宅介護支援事業を提供した場合の利用料の額は、厚

生労働大臣が定める基準によるものとします。 

（通常の場合ご本人の負担はかかりません。但し、介護サービス計画を受ける事について、予め

市町村に届け出ていない場合や、介護保険料の滞納により、法廷代理受領ができなくなった場合

は、要介護度に応じて料金をいただき、当事業所からサービス提供証明書を発行いたします。こ

のサービス提供証明書を介護保険窓口に提出することで、払い戻しを受けられます。） 

⑥ 居宅介護支援費に関する介護報酬の告示上の額は下記の通りです。 

 

〇居宅介護支援事業所の体制 居宅介護支援費Ⅰ 

【一人の介護支援専門員取り扱い件数が４５件未満】 

要介護１又は２  １０，８６０円   要介護３～５  １４，１１０円 

 

〇特定事業所加算Ⅲ            ３，２３０円 

   算定要件 

  ・指定居宅介護支援にあたる常勤の主任介護支援専門員を１名以上配置 

  ・指定居宅介護支援にあたる常勤の介護支援専門員を２名以上配置 

  ・利用者に関する情報又はサービス提供にあたっての留意事項に係る伝達等を目的とした会議を定 

期的に開催すること 

  ・２４時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者の相談に対応する体制を確保していること 

  ・指定居宅介護支援事業所における介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施していること 

  ・地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合においても、当該支援が困難な事 

例に係る者に指定居宅介護支援を提供していること 

  ・家族に対する介護等を日常的に行っている児童や障碍者、生活困窮者、難病患者等、高齢者以外の 

対象者への支援に関する知識等に関する事例検討会、研修等に参加していること 

  ・居宅介護支援に係る特定事業所集中減算の適用をうけていないこと 

  ・指定居宅介護支援の提供を受けている利用者数が、介護支援専門員一人当たり４５名未満である 



 

 

こと 

  ・介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメントの基礎技術に関する実習」等に協力又 

は協力体制を確保していること 

  ・他の法人が運営する指定居宅介護支援事業者と共同で事例検討、研修会等を実施していること 

  ・必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援のサービス（インフォーマルサービスを含む） 

が包括的に提供されるような居宅サービス計画を作成していること 

 

○初回時の支援に対する支援費    初回加算             ３，０００円／月 

  初回（新規に居宅サービス計画を策定した場合及び要介護状態区分の２段階以上の変更認定受け 

た場合）の居宅介護支援費に加算します。 

 

○居宅介護支援事業所と関係機関等との連携に関する支援費 

入院時情報連携加算（Ⅰ）                       ２，５００円／月 

    利用者が病院叉は診療所に入院した日のうちに入院先の病院叉は診療所の職員に対して必要 

な情報を提供した場合に加算します。 

 入院時情報連携加算（Ⅱ）                       ２，０００円／月 

    利用者が病院叉は診療所に入院した翌日又は翌々日に、入院先の病院叉は診療所の職員に対 

     して必要な情報を提供した場合に加算します。 

  退院・退所加算 

    病院、施設等の退院叉は退所に当たって病院、施設等の職員と面談を行い必要な情報の提供 

を受けた上で居宅サービス計画を作成しサービス利用に関する調整を行った場合に加算しま

す。 

 退院退所加算(Ⅰ）イ．カンファレンス以外の方法により１回受けている   ４，５００円／月 

 退院退所加算(Ⅰ)ロ．カンファレンスにより１回受けている        ６，０００円／月 

 退院退所加算（Ⅱ）イ．カンファレンス以外の方法で２回受けている       ６，０００円／月 

 退院退所加算（Ⅱ）ロ．２回受けており内１回以上はカンファレンスによること ７，５００円／月 

 退院退所加算（Ⅲ） ３回以上受けておりうち１回はカンファレンスによること   ９，０００円／月 

   緊急時等居宅カンファレンス加算                     ２，０００円／回 

    病院叉は診療所の求めにより、当該病院叉は診療所の職員とともに利用者の居宅を訪問 

  しカンファレンスを行い、必要に応じて居宅サービス等の利用調整を行った場合１月に２回 

を限度として加算します。 

   ターミナルケアマネジメント加算            ４，０００円 

    利用者叉はその家族の同意を得た上で、死亡日及び死亡日前１４日以内に２日以上在宅訪問 

し主治医などの助言を得つつ、利用者の状態やサービスの変更の必要性等の把握、利用者へ 

の支援をした場合に加算します。 

通院時情報連携加算                 ５００円／月 

     利用者が医療機関において医師の診察を受ける際に介護支援専門員が同席し、医師等に対 

して当該利用者の心身の状況や生活環境等の当該利用者に係わる必要な情報の提供を行う 



 

 

とともに、医師から当該利用者に関する必要な情報を受けた上で、居宅サービス計画に記録 

した場合、利用者一人につき１月に１回を加算します。 

⑦ 交通費について通常の実施地域（旧津山市内）以外の場所は以下の料金をご負担いただきます。

自動車を利用する場合は、距離数による実費（通常実施地域を越えた地点から１km につき１０

円）。タクシーを利用した場合はその実費。 

⑧ 前項の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文章で説明をした上

で、支払いに同意をする旨の文書に署名（記名押印）をいただきます。 

（通常の事業の実施範囲） 

通常の事業の実施地域は、旧津山市内とする。 

（計画書等の交付） 

 居宅サービス計画及びその実施状況に関する書類が必要な場合はいつでも交付します。 

（個人情報の取り扱い） 

 居宅介護支援業務では、主治医、サービス提供事業所等との情報提供や担当者会議等において、個人

の情報を利用します。利用者の個人情報の保護は個人情報保護法に基づく厚生労働省のガイドライン

に則り事業所が得た個人情報の取り扱いは利用目的以外には原則行わないものとし情報提供について

は必要に応じて利用者又はその代理人の了解を得ます。 

（介護サービス情報の公表） 

 事業所の運営規定、重要事項、介護支援専門員の勤務体制等の概要を提供し利用者またはその代理人

が利用を選択するための資料として活用できるように情報を公表します。 

（事故発生時の対応） 

介護支援専門員等は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合には速やか 

に市町村、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じ、管理者に報告します。 

（成年後見制度の活用支援） 

事業者は、適正な契約手続き等を行うため、必要に応じて、成年後見制度の利用方法や関係機関の紹介 

など、成年後見制度を活用できるように支援を行います。 

（虐待防止に関する事項） 

１．事業所は、利用者の人権の擁護・虐待等の防止のための担当者を選任し、次の措置を講ずるものと

します。 

（１）虐待を防止するための従業者に対する研修の実施（年１回以上） 

（２）虐待または虐待が疑われる事案が発生した場合の対応方法の検討 

（３）その他虐待防止のために必要な措置 



 

 

（４）利用者の人権擁護・虐待等の防止のための措置を適切に実施するための担当者を置くこと 

２．事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護す

る者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報し

ます。 

３．虐待防止の指針を整備し、６か月に１回以上は委員会を開催します。 

（事業継続計画） 

業務継続計画（BCP）の策定等にあたって、感染症や災害が発生した場合でも、利用者が継続して指定 

居宅介護支援の提供を受けられるよう、業務継続計画を策定するとともに、その計画に従い必要な研修 

及び訓練を年１回以上実施します。 

（衛生管理） 

感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会を６か月に１回以上開催します。感染症 

の予防及びまん延防止に努め、感染防止に関する会議などにおいてその対策を協議し対応指針を整備 

します。研修及び訓練を定期的に実施し、感染対策の資質向上に努めます。 

（その他運営に関する重要事項） 

 居宅介護支援事業所は、介護支援専門員等の資質の向上を図るため、虐待防止、権利擁護、認知症 

ケア等の事項に関して、研修機関が実施する研修や当該事業所内の研修への参加の機会を計画的に確 

保し、業務態勢を整備します。 

また、研修受講後は記録を作成し、研修機関等が実施する研修を受講した場合は、復命を行います。 

（１）採用時研修採用後３月以内 

（２）虐待防止・身体拘束防止に関する研修年１回 

（３）権利擁護に関する研修年１回 

（４）認知症ケアに関する研修年１回 

（５）感染症に関する研修年１回 

（６）業務継続計画に係る研修年１回 

 

２．従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密は決して口外いたし

ません。 

 

３．従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らす

ことのないよう、従業者でなくなった後においても、これらの秘密を決して口外いたしません。 

 

４．事業所は、指定居宅介護支援に関する諸記録を整備し、その完結の日（当該指定居宅介護支援を提

供した日をいう。）から最低５年間は保存します。 

 

 



 

 

             苦情についての対応 

１．利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置 

 ①社会福祉法人鶯園 鶯園居宅介護支援事業所の受付に苦情に対応する窓口を設置します。本会の

職員全員が苦情に対応できるように指導しているところでありますが、責任者は管理者 湯浅 

栄とします。 

    苦情の受け付けは、口頭又は文書等により行い、苦情のみならず、利用者の要望に応えられるよう 

対応します。    苦情受付窓口：湯浅 栄 

 ②営業日、営業時間外については、日勤者、宿直者で対応し、後日早急に対処します。 

   （電話番号）０８６８－２６－７４１４ （ＦＡＸ）０８６８－２１－７４８８ 

 

２ 円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順 

①  窓口で受けた苦情については、受付けした担当者が苦情処理簿に「概要、処理結果」を記載しま

す。その場で対応可能なものであっても、必ず責任者に連絡をして処理内容を決定し、利用者に

伝達します。福祉用具等委託業者に関する項目については、委託業者に連絡して処理し、その結

果を記録します。 

②  上記によっても苦情処理を行えない場合については、事業所内で会議を行い決定します。 

③ 本事業所のサービス提供の際、利用者との契約違反、過失等により、利用者の身体、財物を傷つ

けた場合、その損害賠償を速やかに行います。（本会は社会福祉総合補償制度に加入しています。） 

④  苦情内容によっては、行政窓口を紹介し、行政または国保連合会より指導を受けた場合はその指

示に従います。 

 

   苦情受付機関 

   〇岡山県国民健康保険団体連合会 岡山県岡山市北区桑田町１７－５ ０８６－２２３－８８

１１ 

   〇津山市役所 高齢介護課 岡山県津山市山北５２０ ０８６８－３２－２０７０ 

 

 ３ 苦情があったサービス事業者に対する対応方針等 

①  当該サービス事業者の管理者あて苦情内容を速やかに伝達するとともに、行政窓口に連絡します。 

 

４その他参考事項 

①  上記に記載しました以外の対応措置につきましては、その都度事業所内で協議し、利用者の立場

に立って処理いたします。 

②  終結後、当該記録は５年間保存します。 



 

 

 

津 山 市 並 び に 他 の 保 健 医 療 ・ 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者 と の 連 携 内 容  

１ 関係市町村との連携内容 

①  連絡をとるべき市町村担当部署 

津山市役所 高齢介護課 

    〒708-0004 岡山県津山市山北５２０ ℡ ０８６８－３２－２０７０ 

  津山市地域包括支援センター 

〒708-0004 岡山県津山市山北５２０ ℡ ０８６８－２３－１００４ 

②  サービス提供前の受給資格の確認等 

  認定日から相当期間が経過している等、確認の必要がある場合には担当所管部署に確認します。  

③  居宅サービス計画の作成・変更にあたっては、担当所管部署との連携を密にし、解決すべき課題

の把握に努めます。 

④  利用者が運営基準条例第１８条の規定（別記参照）に該当する場合は、遅滞なく意見書を付して

担当所管部署へ通知します。 

⑤  利用者からの苦情の処理に当たって必要な場合には担当所管部署への連絡・協議し、速やかな解

決に努めます。 

⑥  利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合には、速やかに担当所管部署

に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

⑦  市町村の行う居宅介護支援事業者の広報業務・広報手段に対し協力します。 

２  他の保健医療サービス・福祉サービスとの連携内容 

サービス提供が困難なときは、他の指定居宅介護支援事業者の紹介その他必要な措置を講じます。 

本会は従来より色々な活動を通じて他の保健医療サービス・福祉サービスとの連携を図っていま 

す。 

 要介護者のそれぞれのニーズに対応して他の介護保険対象事業とともにサービスを提供するべく

関係機関と連携し、支援体制を構築するよう努めます。 

  苦情処理時や事故発生時にあって、他のサービス提供主体・主治の医師との連携・連絡体制の確立

に努め、より速やかで適切な措置の実施にあたります。 

 

３ その他参考事項 

① 津山市その他関係団体の行う介護保険対象サービスに関するネットワークの構築等に積極的に参 

画・協力します。 

 

 

 



 

 

 

 当事業者は、居宅介護支援の提供にあたりご利用者に上記のとおり重要事項を説明しました。この証

として本書 2 通を作成し、ご利用者、事業者が署名･押印の上、各自 1 通を保有する物とします。 

 

令和   年   月   日 

 居宅介護支援の提供に際し、本書面の重要事項の説明をおこないました。 

   事業者名  鶯園居宅介護支援事業所 

   所 在 地  津山市瓜生原３３１ 

   管 理 者    湯浅  栄 

   説 明 者    

 

令和   年   月   日 

 私は本書面に基づいて事業者からの重要事項の説明を受け、居宅介護支援の提供開始に 

同意しました。 

（利用者） 

  住 所                                  

  氏 名                                  

（代理人） 

  住 所                                  

  氏 名                                  

                           （続柄：       ） 



 

 

 

附  則 

この規定は、平成１１年１０月 １日から施行する。 

この規定は、平成１３年 １月 １日から施行する。 

この規定は、平成１５年 ４月 １日から施行する。 

この規定は、平成１７年 ３月 １日から施行する。 

この規定は、平成１８年 ７月 ２日から施行する。 

この規定は、平成１９年１１月 １日から施行する。 

この規定は、平成２３年 ８月１５日から施行する。 

この規定は、平成２４年１２月１５日から施行する。 

この規定は、平成２８年 ８月 １日から施行する。 

この規定は、平成２８年１２月 １日から施行する。 

この規定は、平成３０年１１月 １日から施行する。 

この規定は、令和 ５年 １月 １日から施行する。 

この規定は、令和 ６年 ４月 １日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


